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刑事訴訟法等の一部を改正する法律案の成立に関する会長声明

接見室での写真撮影に関する最高裁判決に対する会長談話

１　「刑事訴訟法等の一部を改正する法律案」は，昨年3月に
国会に上程された後，衆参両議院での審議を経て，本日可決
成立した。

　　これにより，日本弁護士連合会や当会がこれまで求めてき
た取調べの可視化の法制化について，取調べ全過程の録音・
録画が実現し，ようやく全件・全過程の可視化への一歩を
進めることができたことは評価したい。また，被疑者国選弁
護制度が勾留全件に拡大されたことや証拠リストの交付等証
拠開示が拡大されたことなどの前進もある。

２　しかしながら，成立した法律については課題も多い。取調
べの録音・録画義務の対象は裁判員裁判対象事件と検察官
独自捜査事件に限られており，対象が限定されている上に，
その例外事由も濫用の恐れなしとしない。

　　また，参議院法務委員会の審議においては，対象事件以
外の事件での起訴後の勾留中になされた対象事件についての
取調べにつき，取調べ全過程の録音・録画義務の趣旨からし
て，当然にその対象となるべきであるにもかかわらず，政府参
考人がこれを否定する答弁をするなどの問題も生じている。

　　すなわち，本年4月6日，旧今市市で発生した小学生殺
害事件についての裁判員裁判の判決が言い渡されたが，同事
件においては，商標法違反での逮捕・勾留を経て起訴された
後，殺人罪で逮捕・勾留しないまま本件である殺人罪の取調
べが行われていたにもかかわらず，その録音・録画は一部し
か存在せず，その一部の映像を法廷で取り調べて自白の任意
性を認め，有罪判決に至った。この事件により，改めて，全
ての事件において，任意の段階を含めて，取調べの全過程の
録音・録画が必要であることが明らかとなった。

３　今回成立した法律の中には通信傍受法の改正もあり，これ
まで組織犯罪4類型に限定されていた対象犯罪が，組織性
の要件が付加されはしたものの，窃盗・詐欺や傷害・殺人な

どの一般犯罪に拡大されるとともに，警察施設などでの傍受
については通信事業者による立会いや封印が不要とされ，一
般市民の通信が傍受されるなどの傍受の濫用に対する歯止め
がなくなることに対する懸念が示されている。

　　また，我が国で司法取引を初めて認める協議・合意制度
については，対象犯罪が経済犯罪と組織犯罪に限定されるも
のの，ターゲットとされる者の犯罪に関する証拠の収集に協
力する捜査公判協力型だけが定められ，ターゲットとされる
側では，協力した者の捜査側との協議の過程や，その合意に
基づく供述の過程は録音・録画がされず，事後的な検証手
段が存しないこととなり，その供述を争うことが困難となる
ことが想定され，協力者の供述の信用性は，それが虚偽であ
る場合に罰則があることと，協力者の弁護人が終始関与する
ことしか存在しないこととなる。そのため，この制度の導入
によってえん罪を生む恐れがあることが懸念されている。

４　この法律が成立するまでの間に，市民から示された懸念に
ついては，当会もこれを真摯に受け止め，附則が定める施行
後3年後の見直しに向けて，その運用状況を検証して，より
良い法律にするための改善を求め続ける必要がある。

　　また，取調べの録音・録画については，その範囲を，日常
的な弁護実践の積み重ねにより，さらに拡大していくことに
努め，次の改正に繋げていくことが必要である。

５　当会としては，市民からの懸念なども踏まえて，本日成立
した法律が適正に運用されるように監視や検証を続け，弁護
実践の積み重ねによって，刑事弁護の現場において，被疑者・
被告人の防御権がいささかも不当に制約されることがないよ
うに，全力を尽くす所存である。

2016年5月24日
東京弁護士会会長　小林 元治

　本年6月15日，最高裁判所第二小法廷は，当会会員が，
接見妨害を理由に提訴していた国賠訴訟について，上告及び上
告受理申立を退ける決定をした。
　この事件は，2012年3月30日，当会会員が，東京拘置所
において，弁護人として，健康状態に異常が認められる被告人
と接見をしていた際に，東京拘置所の職員により，面会室内で
写真撮影をしたことを理由として，その接見及び写真撮影・録
画を中断させられ，強制的に被告人との接見を中止させられた
というものである。
　昨年7月9日，東京高等裁判所第2民事部は，東京地裁民
事第39部が言い渡した一部認容判決を取り消し，一審原告の
請求を棄却する旨の判決を行ったものであり，本最高裁決定は
同判決を維持したものである。
　接見交通権は，憲法第34条が保障する被疑者・被告人の
弁護人の援助を受ける権利の中核ともいうべき刑事手続上最も
重要な権利である。高裁判決は，「接見」を「面会」ということ
のみに限定し，接見室内での写真撮影は「接見」に当たらない
とし，メモのような情報記録化のための行為についても，広範
な制約を認め，国家権力が庁舎管理権に基づき施設内の規律
と秩序を守るという名目で接見交通権を侵害することを認める

に等しい決定であった。このように本件では，憲法第34条が
保障する弁護人依頼権の中核をなす「接見交通権」の内実が
問われ，その解釈が国民の人権に直接かつ重大な影響を及ぼす
ものであったのであるから，最高裁は「憲法の番人」として「接
見交通権」の内実について明確な判断を示すべきであった。
　ところが，本最高裁決定は，接見交通権や正当な弁護活動
の侵害といった重要な論点を含むにもかかわらず，憲法判断を
示さなかったばかりか，過去の最高裁判例と相反する判断の有
無及び法令の解釈に関する重要な事項を含まないとして，上告
受理申立も退けたものであり，極めて不当な決定といわざるを
得ない。
　当会は，弁護人が被疑者・被告人との接見の際に，弁護活
動上必要がある場合に，写真撮影・録画を行うことは，接見
交通権として保障されるべき行為であることをあらためて表明
し，関係各機関に対し弁護人と被疑者・被告人との間の自由な
接見交通を保障することを強く求める。

2016年6月22日
東京弁護士会会長　小林 元治

会 長 声 明




